
収納サービス Pay-easy(税金・各種料金)当金庫取扱機関一覧 

                                 令和４年１月現在 

国・地方公共団体 

収納機関名 料金等の種類 

財務省（会計センター） 行政手数料・登録免許税等 

財務省（関税局・税関） 関税等 

国税局 申告所得税・法人税・消費税・源泉所得税等 

総務省（電波利用料収納） 電波利用料 

労働保険料（国庫金） 労働保険料 

厚生労働省年金局 国民年金保険料、厚生年金保険料、船員保険料 

愛知県 個人事業税・自動車税、自動車取得税、自動車重

量税等の自動車保有関係手続のワンストップサ

ービスにかかる税金・手数料 

名古屋市 法人市民税・個人市民税（特別徴収）・事業所税 

地方税共同機構 個人住民税 

※国税のお払込みの場合は、あらかじめ、所轄税務署に「電子申告・納税等開始（変更）届出書」

を提出し、利用者識別番号等を交付を受ける必要があります。詳細は、国税庁の「ｅ－Ｔａｘ」

ホームページをご覧ください。 

 

民間企業 

高齢・障害・求職者雇用支援機構 全国健康保険協会（船員保険） 

全国健康保険協会 ㈱ＮＴＴデータ 

ＫＤＤＩ㈱ ウェルネット 

日本放送協会 ウェルネット（ＡＮＡ） 

損害保険ジャパン日本興亜 ㈱ソラシドエア 

第一生命保険相互会社 三菱ＵＦＪファクター㈱ 

日本生命保険 みずほファクター㈱ 

住友生命保険相互会社 トランスファーネット㈱ 

明治安田生命相互会社 ㈱イーコンテクスト 

朝日生命保険 ㈱ペイジェント 

オリックス・クレジット㈱ ＤＧフィナンシャルテクノロジー 

ＮＴＴファイナンス ＳＭＢＣファイナンスサービス㈱ 

㈱ディノス ㈱アプラス 

日本中央競馬会（ＪＲＡ） 三菱ＵＦＪニコス㈱ 

オッズ・パーク㈱ エフレジ 

勤労者退職金共済機構 建退共(特別給付経理) 

 

 

 

 


